



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1-4転職経験 はい 度数 39 16 55
期待度数 33.5 21.5 55.0
いいえ 度数 11 16 27
期待度数 16.5 10.5 27.0
合計 度数 50 32 82





































合計 非開示 開示 
1-4 転職経験 はい 度数 39 16 55
期待度数 33.5 21.5 55.0
いいえ 度数 11 16 27
期待度数 16.5 10.5 27.0
合計 度数 50 32 82
期待度数 50.0 32.0 82.0
 
表２ 転職経験と開示・非開示のカイ 2 乗検定 







Pearson のカイ 2 乗 6.927a 1 .008     
連続修正 b 5.717 1 .017     
尤度比 6.868 1 .009     
Fisher の直接法       .015 .009 
線型と線型による連関 6.842 1 .009     
有効なケースの数 82         

























合計 非開示 開示 
1-4 転職経験 はい 度数 39 16 55
期待度数 33.5 21.5 55.0
いいえ 度数 11 16 27
期待度数 16.5 10.5 27.0
合計 度数 50 32 82
期待度数 50.0 32.0 82.0
 
表２ 転職経験と開示・非開示のカイ 2 乗検定 







Pearson のカイ 2 乗 6.927a 1 .008     
連続修正 b 5.717 1 .017     
尤度比 6.868 1 .009     
Fisher の直接法       .015 .009 
と線型による連関 6.842 1 .009     
有効なケースの数 82         
a. 0 セル (0.0%) は期待度数が 5 未満。最小期待度数は 10.54 。    
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Ⅳ　考察と今後の課題
１．調査結果から考察する
　開示・非開示について，就労期間が最も短かった，長かった就労期間の両方で病状が原因で離
職につながっている。そして，非開示での就労が多い。特に短い就労期間での非開示は80％であ
ることから，本人が非開示でもできると思う就労内容のイメージと，実際の就労による負担度と
のギャップが病状を理由とした離職に繋げていることがわかった。就労期間の長短いずれも，開
示するメリットを障害者本人のメリットとなるようにし，事業主に病状がでる前兆を知ってもら
い，前兆がでたとき，どのようにしたら，仕事を継続できるか，支援員を仲介者とし話をするこ
とが必要である。
　一般就労をしている当事者の就労以外の生活についての項目から「趣味」「横になっている」と
いう回答が多い。就労が継続している方は，仕事と自分の趣味のバランスが確立している場合に，
就労への継続が長期であることが伺える。しかし，他の項目では病状と体力の理由により，離職
をしていることも伺えることから，障害があっても，仕事以外に精神的，身体的ゆとりがあり，
リフレッシュとなる趣味，好きなことを行える余力を感じることができる生活内での工夫や支援
があると，就労継続の一助になるのはいうまでもない。そのゆとりの取り方のバランスや工夫が
就労継続に繋がる視点であることを本人と事業主が認識することが就労する上での自己開示に繋
がる。しかし，障害特性の理解をするうえで，双方の状況や事情を説明する支援が必要であるこ
とがわかる。就労中の具体的な対策として，病状や障害のため仕事が上手くいかなくなったとき，
「横になっている」状況について，事業所と直接話をすることは難しい。支援者が仲介し，仕事を
提供する事業者と当事者のリズムや習慣を共有するための仕組みづくりを検討する場を前提とす
る就労支援が必要である。
　また，離職経験によって自信をなくしているが今後も就労をしたいと考えている当事者は多い。
その人にあった就労に取り組むためのプロセスを踏みつつ，自信回復のための支援が必要である。
自らハローワークに行くこと以外に施設職員や主治医からの励まし（言動だけではなく，非言語
的なものを含める）声かけが必要になってくる。障害者施設で提供する居場所としての時期と，
本人が就労するためのステップという目的のための場所が必要となり，在宅支援の一環として行
われる，アウトリーチの訪問支援を定期的にすることなど，「本当は仕事をしてみたい」という
ニーズをその都度確認することも重要である。
　開示・非開示の課題は障害者と事業所の理解について，精神障害による周辺症状の波による就
労意欲減退の課題と，職場環境の弾力性についての課題を総合的にマッチングさせることに難し
さがある。本人の意思と環境のマッチングができている時，それは本人にとっての社会的な居場
所となる。居場所において場に存在する人はすなわち「必要とされている」実感を持つことがで
きる人である。しかし，様々な理由により，居場所を持つことができない人がいる。本人の課題
として，働かなくても良い状況や，疾患や障害の状態が悪く働くことができない状況よりも，環
境の課題である働きたくても働けない状況が起因して，本人の意思とは裏腹に働くことができず，
日々変動する感情に影響し，本人の課題と見えることが多いのではないだろうか。当事者本人の
「行くべき場所」，「やるべきこと」の生活リズムを整える役割と，自己実現を目指す方向性につい
て就労を通じて発見できる「居場所」から「働く場」を「行きつ戻りつ」できる環境とのマッチ
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ングを行うことである。そのことから考えると，急性期の自傷や他傷行為がある場合を除き，本
人が働く意欲がない場合でも，「行きつ戻りつ」きる環境と本人の調子に接点があれば，就労支援
として社会とコミットする施設サービスを提供することができる。そこでは，「就労生活支援」と
して継続した支援のあり方を検討しなければならないだろう。
　就労とは，働くことを通して，自己実現することへ，価値観をシフトしなければならない。そ
こではじめて，本人と環境とのマッチングを行う一方で，本人の就労意識と環境の社会的ニーズ
の調整が必要となる。その意味からも開示・非開示の課題は，就労希望者だけの課題ではなく，
精神疾患を持つすべての方の生活支援と直結して考える視点が必要になるのではないだろうか。
　以上の考察を踏まえ，開示しての就労を進める一方で企業内の取り組みをサポートする事後開
示や非開示の対象者理解についての取り組みが重要となるだろう。この結果をベースにし，事業
者と当事者のミスマッチングの傾向を捉えることを今後の課題にしたい。
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